On the Activities of Japan Foreign Trade Council, Inc. in 1950\u27s by 杉野 幹夫 & Sugino Mikio
1950年代の商社強化政策と日本貿易会の活動 : 「
日本貿易会三十年史」を中心に
その他のタイトル On the Activities of Japan Foreign Trade
Council, Inc. in 1950's
著者 杉野 幹夫
雑誌名 關西大學商學論集
巻 26
号 1
ページ 80-95
発行年 1981-04-25
URL http://hdl.handle.net/10112/00020881
80(80) 関西大学商学論集第26巻第1号 (1981年4月）
［研究ノート］
1950年代の商社強化政策と日本貿易会の活動
ー「日本貿易会三十年史」を中心に一一
杉野幹夫
I はじめに
(1) 
近年，総合商社の多国籍的な諸活動は，国際的にも注目を集めている。総
合商社は， 日本企業のなかでは最大の海外投融資残高を誇り，世界中いたる
ところに配置した海外支店網や，製造業から資源開発にいたる多角的な海外
事業参加を通じて， 日本の国内取引や輸出入取引ばかりでなく多様な商品の
外国間取引をも拡大しつつある。このような商社活動についての研究は，国
際化時代に入った日本経済の動向を分析するうえでも，重要性を増しつつあ
ると考えられる。
戦後，総合商社の発展過程は決して平坦なものではなかった。 1954年前後
における，三菱商事の合同や繊維系商社を中心とした合併，再編成の時期を
総合商社の戦後体制確立の画期として，以後の高度成長期においても数多く
の吸収，合併が行なわれ再編成が進められた。最近では，総合商社の一角で
あった安宅産業が倒産し，主要な商権が伊藤忠に吸収された。こうしたなか
で，「商社斜陽論」がたびたぴ唱えられてきた。 しかし， 総合商社は資本集
(1) たとえば，最近の動きとしてはアメリカで輸出促進のために「貿易商社法案」
が上院銀行委で可決され，日本に見習って本格的な商社作りが艤論されているこ
とが注目される。 CongressionalQuarterly • Weekly Report, July 19, 1980, 
pp. 2023~2025. 
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中をくり返しながら，少数商社による独占的支配体制を築いており，上位総
合商社の急速な成長は単純な斜陽化予測をくつがえすものであった。
そして，日本独特の経済組織と称される総合商社の急成長を解明するひと
つの重要な鍵は，国家政策への依存・吸着であることは無視できない。近
年，航空機輸入に関連した汚職事件は，いずれも総合商社がからんだものと
して世論の強い批判をまきおこした。これらは，政府と商社とのゆ着のほん
の一例にすぎないともいえる。たとえば，総合商社の海外事業活動をみて
も，その多くが国家的支援のもとに進められているのが実情である。総合商
社各社は，いずれも自己資本比率が著しく低く，借入金依存の事業活動を特
徴としている。そして，海外事業投資のようにリスクの高いものは民間銀行
の融資だけでは，その資金調達は不可能であり，日本輸出入銀行などの政府
系金融機関が総合商社の海外進出をささえるうえで重要な役割を果してきた
のである。総合商社の多国籍企業化という硯状も，実はこれらの国家的支援
のもとで達成されたといえる訳である。
今回 (1980年6月）刊行された『日本貿易会三十年史』は，以上のような
総合商社の国家政策への依存をみるうえで重要な資料である。日本貿易会は
貿易業者の業界団体であるが，実際上は総合商社の利益基盤に立脚して商社
(2) 
強化策など多くの政策提言を行ない，国家政策に反映させてきた。いわば，
総合商社発展のための政治的体制づくりを手がけてきたのである。
以下，本『年史』の内容を概略紹介するとつぎのようになる。
本書は，白石孝教授を主査として執筆されたものであり， 725ページにお
よぶ大編である。本文は 4篇からなり，時期別の構成をとっている。篇，章
の表題を示すとつぎの通りである。
(2) 日本貿易会の水上達三会長は，「日本貿易会の性格を一言でいえば，貿易経団
連だと思っています」と語っている (550ページ）。〔以下「年史」からの引用は
すべてペー ジ数だけを記す。）これは， 会を総合商社の団体とみなす考えを否定
して述べられたものであるが，総合商社が日本貿易の大部分を独占してきた実態
を考慮すれば，貿易経団連＝総合商社の業界団体とみなして大過ないであろう。
事実，のちにみるように日本貿易会の活動の主要部分は，総合商社の強化発展を
目的とする政治行動であった。
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第1篇民間貿易の復活（昭和21年～同26年）
第1章戦後の経済危機のもとで
第2章経済復興の道を求めて
第3章貿易の正常化をめざして
第4章復興から自立的発展へ
第2篇 自由貿易体制の確立（昭和27年～同33年）
第1章主権の回復と国際社会への復帰
第2章地固めから成長へ
第3章高度成長の胎動をみつつ
第3篇開放体制の進展（昭和34年～同43年）
第1章 自由化の潮流に対応して
第2章 開放体制下の繁栄をむかえて
第3章経済大国への成長のなかで
第4篇新しい国際経済秩序への対応（昭和44年～同53年）
第1章繁栄からスクグフレーションヘ
第2章過熱と混乱の時代をむかえて
第3章新たな秩序と進路を求めて
以上のように，敗戦直後から硯在までを4期に区分して各期ごとに記述を
すすめている。各篇は，章によってほぼ1~2年ごとに分けられており，通
史の構成をとっている。また，各章は3~6節に分けられ，前半の節で当該
期の日本経済や貿易をめぐる状況が概説的に述べられている。そして，後半
の節では日本貿易会の諸活動が記述されている。また本『年史』の末尾に
は，資料として建議・要望一覧や刊行物一覧，および年表が載せられている。
本稿では， 『年史』の2篇までの時期を手がかりとしながら，日本貿易会
の活動が商社強化政策の実現によって総合商社の発展に寄与してゆく過程を
考察することとしよう。
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I 戦後商社弱体期における日本貿易会の活動
敗戦によって，日本資本主義は戦前の海外植民地基盤を喪失し，さらにG
HQによる財閥解体指令によって，二大財閥商社は多数の中小商社に分解・
解体されることとなり，日本の商社活動は存立の危機に立たされた。加え
て， GHQによる管理貿易体制のもとで，商社活動の自由は制限され，貿易
活動は外商支配にゆだねられることになった。
日本貿易会が発足するのは，このような状況のなかであった。 GHQの占
領政策が日本経済の復興援助へと転換しつつあった1947年5月に，日本貿易
会は当時の四つの貿易振興団体を一本化することによって，全国的な貿易中
枢団体として設立された。いわば，日本の貿易関連業界の利益を推進する業
界圧力団体として誕生したのである。当時の定款第1条では，「本会は貿易に
関する民主的な中枢機関として，貿易業界の総意を代表し，政府及び実業界
に貿易上の政策改善に関する民間業者の熟慮した意見を進言」することを，
その設立目的としてうたっている。そして，同年6月には全国貿易業者大会
を開催して200名の業者の出席のもとに， 貿易品の生産•その原料資材・貿
易金融・貿易手続に関する決議を行ない， GliQに対する懇請決議を採択し
ている (28~29ペー ジ）。
この年の8月に占領下での制限付民間貿易が開始され，翌年6月には日本
貿易会は再び全国貿易業者大会を開き， 『貿易振興策に関する決議』をGH
Qや関係当局に建議している。その内容は，当時の日本の貿易問題全般を網
羅したものであり，貿易機構，貿易金融，貿易関係資材から貿易に関する学
校教育にまでおよんでおり，さらに外資導入受入態勢や外商の差別待遇撤廃
などをも盛り込んでいる (48~52ペー ジ）。
この年以後，日本貿易会の活動も本格化する。建議・要望の数をみても，
47年には 3,48年は12であったが， 49年には26,50年には29と急増してい
る。
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そして， ドッジ・ライン下の49年には三大課題として，（1）日本貿易が直面
した環境変化に対応する政策的局面への意見，（2）輸出業者の活動強化，（3）海
運の強化，に関連した多くの要望が出された。なかでも注目されるのは，輸
出業者の強化に関する要望である。 これは， 『輸出業法制定に対する要望』
として発表されたもので，弱体化した日本商社が海外貿易業者と対抗するた
めに，独占禁止法や事業者団休法の規定緩和を認め，輸出業法を制定するよ
う求めたものであった (83ページ）。この要望は， 52年に輸出取引法が施行
され，実現することになった。
49年には， 1ドル＝360円の為替レートが設定され，「外国為替および外国
貿易管理法」の実施にともない， 12月には輸出が翌年1月には輸入がそれぞ
れ自由な民間貿易に移行することになった。そして， 50年8月には日本商社
の海外支店設置が認められた。戦後の商社活動は，実質的にはこれ以降はじ
まったといえるのである。
日本貿易会は， 50年5月に『外国為替及び外国貿易管理関係法規の整備に
関する意見』を提出する。これは，当時業界のなかで寓まっていた管理貿易
体制に対する批判を背景に，貿易振興のために「法規の運営に伸縮性を附与
する」よう主張したものであった (107ペー ジ）。
この年には，全国貿易振興大会が開かれ，当時の貿易問題全般にわたる提
案がなされている。それ以上に注目されるのは，輸銀の設立をめぐる動きで
ある。 50年6月に，政府に輸出金融公庫のような機関を設立する企画が伝え
られると，日本貿易会はただちに『輸出金融公庫（仮称）の新設に関する要
望』を発表した。 その内容は， つぎのようなものであった。 日本貿易会は
「復金の消減以後，わが国に興銀的機能と昔日の正金的機能とを併せもつ強
力な貿易金融機関の新設を強調してきた」だけにその新設は望むところであ
る。ただ，この機関の業務をワシントン輸出入銀行のように対外貸付に限定
する案があることを批判し， 貿易手形になる前の段階における国内資金融
通，輸出後の融資までを目標とし，クレジット対象者はわが国の輸出業者に
すべきことを主張したのである (112ページ）。これは，この貿易金融機関が
第 26巻第 1 号 (85)85 
日本の貿易業者に対する助成機関としての機能をはたすよう主張したものと
いえる。
そして，結局はドッジ書簡にもとづいて日本輸出銀行が同年12月に発足す
る。これには，日本貿易会の要望がほとんどいれられ，その原則と重点が
「日本における輸出用資本財の生産並びに輸出を金融するに必要な長期信用
を供与する」ところにおかれることになった。それ故，日本輸出銀行は「組
織と運営の面では，ワシントン輸出入銀行に多くを負うているが，業務の面
ではむしろ対蹄的な性格を有する」ものとなった（113ページ）。そして，以
後日本輸出入銀行は日本企業の海外活動を支援する国策的金融機関として，
総合商社の海外進出に大きく寄与することになる。
さらに， 51年には海外市場の調査機関として「財団法人悔外市場調査会」
（ジェトロ）が設立されている。これは，政府の援助のもとに，日本貿易会
がイギリスのベトロを手本として，その設立のための準備業務一切を行なっ
たものである(118~120ページ）。このジェトロ（現在は「日本貿易振興会」）
については， ャ・ペプズネルによって「事実上に『経済外交』（対外経済情
報活動， 特別重要な交渉の実施，日本商品見本市の開催など）のための独特
(3) 
の国家機関の機能を果している組織」と指摘されているところであり，日本
企業の海外進出を援助するための調査機襲である。
このように，この時期には現在も総合商社をはじめとする日本企業の海外
進出を支えている重要なふたつの組織が，日本貿易会の主導のもとに設立さ
れているのである。
1952年には，日本はサンフランシスコ講和条約のもとに対米従属下での国
際経済社会への復帰をはたした。この年に，日本貿易会は『貿易商社の強化
に関する意見』を発表し， 「国民経済の規模に比較して余りに弱小な貿易商
(4) 
社の資本力を増強し，その倍用力を恢復」するために，つぎの三点の商社強
(3) ャ・ペヴズネル＝国際圏係研究所訳「日本経済における国家」協同産業出版
部， 1978年， 205ペー ジ。
(4) 日本貿易会「建議集」第18輯， 33ペー ジ。
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化策を政府に要望している。①資本蓄積を促進するために税制改革を考慮す
ること，③資本補強の対策として，国家機関による特別の融資措置を貿易商
社に講ずること，⑧貿易商社の海外支店の設置に関し特別措置を講ずるこ
{50) 
これらの日本貿易会の要望は早速政府でとりあげられ， 「短期負債の長期
化，輸出契約取消準備金制度およぴ海外支店用資産特別償却制度の新設など
(6) 
の施策が企てられたが， 議会の解散のために実現されなかった」。 しかし，
この年から商社強化対策や貿易金融対策に政府が積極的に取組むこととな
り，日本貿易会も「昭和27年に不減の意義を与えている」と評価している
(138ペー ジ）。
翌53年には， 日本貿易会は『昭和28年度下期外貨予算に関する要望』を提
出している。このなかで，第3項目として輸入外貨割当に関してつぎのよう
に主張している。（イ）メーカー割当や需要者割当制を改め，原則として貿易業
者割当を指向すること，（口）自動承隠制の維持拡大をはかること，（ハ）外貨資金
特別割当制度の算定率の引上げとその割当を輸出業者に限定すること，（二）業
者の海外渡航費は一般外貨資金によることを原則とすること，などである
(146~147ペー ジ）。
いうまでもなく，当時は外貨不足の時期であり，外国為替管理のもとで外
貨割当を受けることは輸入特権をもつに等しく，貿易超過利潤の保障でもあ
った。これを商社割当とすることは，商社による日本貿易の独占体制を指向
するものであった。
また，この年には『日本輸出入銀行法の改正に関する要望』も出され，こ
こでは，日本輸出入銀行の業務として「海外における事業資金の供給，特に
(7) 
本邦商社の海外支店及びサービス機関の設置ならびにその運転資金を融通」
することを，新たにつけ加えるよう主張している。また，設備以外の商品輸
(5) 同上， 34~35ペー ジ。
(6) 経済企画庁絹「戦後経済史（貿易•国際収支編）」， 1962年， 202ページ。
(7) 前掲「建儀集」第21輯， 11ペー ジ。
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出に対しても融資範囲を拡大することも主張している。商社の海外支店は，
50年に設置が許可されてから，アメリカや東南アジア諸国を中心に急速に拡
張しつつあったが，支店網整備をさらにすすめるために商社の資金不足を補
うものとして，日本輸出入銀行の憩資適用を求めたのである。
そして，『年史』では「こうした当会のこの時期におけるさまざまな建議
は，わが国の直面した通商政策の核心をつくものであり，その後の施策に反
映されていったことはいうまでもない」 (149ページ）と述べているが，これ
らの政策が弱体化した商社活動にてこ入れし，巨大商社の誕生を促すもので
あったことはいうまでもない。
皿 総合商社の戦後体制成立期における日本貿易会
総合商社の戦後体制が形成されるのは， 1954年～55年にかけてのことであ
る。この時期には，．54年の金融引締のもとで，苦境に陥った中小商社の整理
統合が急激にすすめられた。政府も，商社強化に向けて再編成を積極的にす
すめる方針を打ち出していた。
この時期のおもな合併をあげれば，日綿実業が丸永を，又ーは金商と合併
しており，さらに伊藤忠が大洋物産，東洋綿花が鐘淵商事を吸収合併してい
る。また，丸紅と高島屋飯田による丸紅飯田もこの時期に発足している。さ
らに重要なことは，三菱商事，三井物産の旧財閥商社の復活が，ほぼ完了し
たことである。 54年には，不二商事，東京貿易，東西交易の三社合併によっ
て三菱商事が復活する。三井物産の合同は59年に完了するが，すでに55年に
は第一物産主導の体制が確立し，実質上の復活をなしとげている。
このような商社再編成の動きを，当時の公正取引委員会はつぎのように評
価している。「かかる戦前体制への復帰による巨大商社の出現は， 産業諸部
門間のカルテル化による独占体の市場支配にたいして，これを流通過程を通
じて促進する挺子となり，一方，海外市場における貿易活動は有利な貿易金
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融と窓口商社的機能を背景に自らのカルテル化によりこれを支配することと
(8) 
なろう」。事実，この時期に六大企業集団と， それぞれに属する総合商社の
結合関係がほぼ確立し，また，現在にいたる総合商社による貿易独占体制が
整備されるのである。その意味で，この時期は高度経済成長の入口にあた
り，経済的政治的に戦後体制の一段階を画する時期であると同時に，戦後総
合商社の歴史のうえでも重要な画期であった。
日本貿易会は， 54年の商社再編成の渦中において，第12回定時総会で『貿
易体制の整備強化等に関する決議』を行なった。そこでは，政府につぎの三
施策の即時実施を要望している。 (1)貿易休制の整備強化，ことに貿易活動の
中枢たる貿易商社の強化をはかること，（2）輸出競争力の培養および輸出意欲
．の積極的振起につとめること，（3）強力な経済外交の展開をはかり，市場確
保，開拓に万全の措置をこうじること (168ページ）。このうち，最大の力点
は貿易商社強化に向けての国家政策の実現におかれていた。そして，この総
会には当時の緒方副総理も出席して，「ことに貿易商社の資本力強化，為替
金融組織の確立など根本的問題については，政府においても援助を惜まず，
万全の施策を講ずる所存」 (169ページ）と挟拶している。
この後，日本貿易会は商社強化の具休策をまとめ， 『貿易振興のための貿
易商社強化に関する要望』を提出している。それは，以下の五項目からなっ
ている。
1． 貿易商社需要資金の一部長期扱ぃ。商社需要資金のうち，長期化して
いる債務の一定限度を低利な長期借入資金に振替える特別措置をこうずる。
2. 税制措置の改善。貿易商社の社内留保向上のため，輸出所得特別控除
制度の控除率引上げや輸出損失準備金，価格変動準備金，あるいは貸倒引当
金についても積立上の諸制限を大幅に緩和する。
3. 外貨資金の商社割当。メーカー割当を切替え商社割当とすること。
4. 貿易および国内金融の明確化。貿易手形が複名制になっていることか
(8) 公正取引委員会事務局編「再編過程にある貿易商社の基本動向」， 1955年， 157
ペー ジ。
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ら，商社が国内金憩まで背負っており，至急貿易金融と国内金融の峻別をは
かること。
5. 海外活動力の強化。 (1)，海外支店の設置を積極的に推進するために，
輸出入銀行の貸付を受けられるようにする。 (2)，支店活動を容易にするた
め，外貨の積極的利用をはかる。 (3)，本支店間の取引では後払い方式は標準
決済として認め，かつ本支店間交互計算勘定を設けて，一定限度の残高保有
を認め，さらに商社の外貨借入れを認めるようにはかる。 (4)，委託販売保険
制度の是正，または輸出業者に対する在庫維持保証制度の設定 (170~171ペ
ージ，およぴ前掲『建議集』第23輯）。
以上のようにこの要望では，商社危機のなかで金融面での救済策を求める
とともに， 内部留保充実のための様々な税制上の特別措置をも主張してい
る。さらに，外貨割当や海外支店活動などに対する特別優遇政策をも盛り込
んだものとなっている。これらは，「貿易商社が今日なお依然として弱体で
(9) 
あることは貿易振興上非常な障害となっている」という理由で正当化されて
いるが，これが商社資本の集中，旧財閥商社復活による巨大商社誕生のなか
で提起されたことは，単なる危機救済策にとどまらず，メーカーに対する商
社の優位性，とりわけ貿易や海外活動におけるその独占的地位を強化する内
容を現実的にはもつものであったと評価されよう。
そして， 55年には GATT正式加盟にともない貿易自由化に向けて一連の
施策がこうじられたが，そのなかで日本貿易会の要望に沿った商社強化政策
が実鹿されてゆく。
まず，外貨割当方式の変更があげられる。それまで輸入用外貨は輸入物資
の最終需要者に置接割当てられていたが， 55年からは需要者割当制にかえて
内示書方式ないし発注書方式による輸入担当者割当制が採用されることにな
(10) 
った。これは，輸入取引における商業機能活発化を理由に採用されたが，メ
ーカーに対して商社の力を相対的に高める商社強化策であった。この変更に
(9) 前掲「建議集」第23輯， 9ペー ジ。
(10) 前掲「戦後経済史（貿易•国際収支絹）」， 272ページ。
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は，原綿，原毛， リン鉱石，鉄鋼主原料は除外されたが，このことは，当時
の主要独占資本であった鉄鋼資本や紡績資本と商社の力関係が強く作用した
ものと思われる。ともあれ，これによって日本貿易における取引主体として
の商社の役割が，一段と高められることとなった。
さらに， 56年1月には商社外貨保有制度が創設される。これは，持高集中
制を認めたものでなく，外貨を自己の円資金で買持調達するものであるが，
商社の外貨運転資金を充実し，海外活動を活発化する目的で行なわれた商社
優遇政策である。しかも，この対象となる商社は，海外店舗網，輸出入取扱
(11) 
規模，外貨資金運用状況を基準として，上位20社に限定された。これは，大
規模商社に特権を与え，少数商社による貿易独占体制を推進するものである
(12) 
ことはいうまでもない。
また， 55年には輸出入取引法が全面的に改正され，輸出業者間協定の締結
要件が大幅に緩和され，さらに協定に対する認可制が届出制となった。これ
によって，輸出カルテルはほとんど自由に行なえるようになり，巨大商社を
中心とした貿易独占体制を，法制面で認可してゆく。
この改正が行なわれる 2年前に，日本貿易会は『独禁法等の改正に関する
要望』を提出している。そのなかでは， 「独禁法に則って経済実態を法律的
に批判することをやめ，経済実態に即して独禁法を経済的に修正することを
提唱」している。その条件として，「（1）景気悪化の防止， （2）合理化の促進，
(3)貿易の振興のためには，業界の実情に即し可及的速かにカルテル等の業者
(13) 
の共同行為を認めるべきであ」ると主張している。これは，貿易の振興とい
う名目で，商社のカルテル行為を自由にしろというに等しく，独禁法の実質
的空文化を主張したものといえる。また，翌54年にも『輸出入取引法改正に
(11) 同上書， 279ペー ジ。
(12) 商社保有外貨は， 57年3月までの買取で2,650万ドルにのぼり，「これは，主と
して商社の海外支店の運転資金に用いられ，自己資金による硯地金融として主要
な役割を果たした」という。同上書， 382ペー ジ。
(13) 前掲「建議書」第20輯， 32~33ペー ジ。
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関する要望』を提出しており， 55年の改正は日本貿易会の要望にそって実施
されたものであった。
この55年改正では，輸出取引に関連した国内取引についても協定の締結が
認められ，輸出カルテルは多業種に広がることとなった。これは，輸出過当
競争による安値輸出の排除を理由に正当化されたが，実際上は商社を中心と
して独占体の形成を促進するものであって，海外市場に対してはダンピング
(14) 
を推進する側面をもっていた。
以上のように，戦後商社体制の成立期において日本貿易会は活発な活動を
展開する。それらの要望は，商社強化政策としてその多くが実施され，大規
模商社の育成に貢献するところとなった。そして，商社再編成は同時に，資
本集中による大規模貿易商社の総合商社への発展過程でもあった。
N 50年代後半における日本貿易会の活動
55年にはじまる日本の高度成長期は，総合商社の急成長期であった。この
時期にも，貿易自由化をひかえてひき続き商社強化政策が実施されてゆく。
まず，外貨割当方式において， 56年7月には残されていた原綿，原毛， リ
ン鉱石，・鉄鋼主原料についても，輸入担当者に外貨資金を割当てる内示書方
式へ変更された。これによって，原材料輸入のための外貨はほとんど商社に
割当てられることになり，商社活動が一段と拡大することとなった。これ
は，日本貿易会が再三要望してきたものであり， 「この改正は当会の主張に
(14) 木下悦二教授は，この改正によって58年3月末までに102品目のべ148件の協
定がおこなわれたと指摘し，その性格について「セメント，上質紙．グリセリン，
硫安などの輸出カルテルは，設備投資競争の結果として過剰生産能力のために国
内市場での競争が激化するので，この組織を通じて責任輸出量を割当て，それに
よって国内市場での独占価格維持を容易にするとともに，輸出に伴う損益は共同
で調整しようとするのであって，れっきとしたダンピング組織なのである」と主
張している。木下悦二「貿易政策と貿易問題」「講座硯代日本の経済と政治第2
巻」大月書店， 1958年， 334ペー ジ。
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そったものであった」 (198ペー ジ）。
また， 56年にはこのほかに，さきに述べた商社外貨保有制度に加えて，商
社の本支店間交互計算勘定制度が設けられている。これは，外貨保有を認め
られた20社が本支店間の運賃，保険料を除いた貿易外取引にかかわる債権，
債務を交互計算によって決済する場合に，本支店勘定の貸借記およぴ残高送
(15) 
金に対して事前の包括許可を与えるものである。その目的は，商社が海外支
店と取引を行なう場合に為替管理を緩和して，商社の海外活動を活発化する
ことにあり，上位商社に対する優遇措置であった。そして，この制度もさき
にみたように，日本貿易会の要望にこたえたものであった。
56年の日本貿易会の主な活動をみると，外国為替及ぴ外国貿易管理法につ
いては，全面的な改正推進を訴え， 『外国為替及び外国貿易管理法改正に関
する要望事項』を発表して具体的な改正要望事項を提起している。それは，
大まかにまとめれば外国為替を自由化して，商社活動における為替上の制限
を撤廃するよう求めたものであった。また，当時諸外国から批判の高まって
いた輸出所得控除制度について，「本制度は輸出担当者の資本蓄積を促し，
輸出貿易全般の増大をはかるのが目的」で輸出補助金やダンピングには該当
しないとして，その存続を強く主張している (208~212ペー ジ）。
さらに，この頃の日本貿易会の動きで注目されることは，海外投資促進の
ための要望が活発になったことである。総合商社は，当時から海外支店や海
外資源に対する投資を増大させており，日本貿易会の要望はこれらの実情に
対応したものであった。
その第1は，海外投資保険制度である。これについて，日本貿易会は55,
56年に四回の要望を提出し，保険の強化措置を訴えている。その要望内容
は，「元本保険，利益保険の両分野にわたり，まず (1)海外投資保険は硯行の
輸出保険制度にとらわれることなく，あらゆる投資に適用できるようにす
る，（2）その運営についても，輸出保険特別会計の運営上独立採算制の原則に
固執せず，投資したもの全部について付保可能とすぺき」 (221ページ）とい
(15) 前掲「戦後経済史（貿易•国際収支編）」， 279ページ。
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うものであった。その結果， 57年の輸出保険法の一部改正により，利益保険
が創設されるとともに，元本保険についても担保危険の範囲が拡大され，さ
らに填補率も75％に引き上げられた (222ページ）。これによって，創発期に
あった日本企業の海外投資におけるリスクがカバーされ，海外進出促進のテ
コとなってゆく。
第2は，日本輸出入銀行の業務拡大である。総合商社の海外進出と日本輸
出入銀行とは，現在に至るまで密接不可分の関係にあるが， 日本貿易会は56
年に，商社活動の拡張にともない海外投資やプラント輸出促進のために，輸
銀の業務を拡大するよう要望している。すなわち， 『日本輸出入銀行の強化
拡充に関する要望』において，「硯在海外投資を即時実施でき且つその実効
を挙げ得る体制としては，現行の海外投資保険制度を強化拡充するととも
に，併せて輸出入銀行が民間企業の海外投資活動を補完するとの観点から海
(16) 
外投資部門をも含め強化拡充されることが妥当，且つ緊切と思われる」と述
ベ，輸銀に閲してつぎのような法制面での改善を要望している。
日輸出金融では，輸出を伴なわない技術，役務等の提供をも融資対象に含
めること。
⇔投融資金融では，（1）外国政府等に直接現金投融資を行ない得る措置を講
ずること，（2）輸出を伴なわないもの（例えば現地での設備買収資金，設備資
金，長期運転資金等の調達など）に対しても投資資金の金融を受けられるよ
うにする。
国海外事業資金貸付では，（1)現行の生産事業に要する設備の新設・拡充の
ほかに，長期運転資金の貸付も受けられるようにする，（2）海外生産事業の範
囲に，本邦貿易業者によるものも含める，（3）海外事業に要する設備は本邦製
品が要求されているが，この制限を撤廃する。
国外国政府等に対する貸付では，その貸付方法を実効あるよう明確にす
る。
国輸入金融では，（1）国内業者が輸入契約にもとづき外国法人に開発資金や
(16) 前掲「建議集」第25輯， 29ペー ジ。
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設備，技術等を提供する場合，所要資金を国内業者に貸付け得るようにす
る，（2）輸入金融の対象品目の範囲を拡大する。
(17) 
的償還期限は，弾力的に決定されるよう法制上の制限を撤廃する。
この要望の結果，日本輸出入銀行法が57年に改正された。そこでは「当会
の要望もそうとう組み入れられ，技術提供資金の貸付が認められた。また海
外投融資金融の拡大，海外事業資金および外国政府に対する開発資金貸付の
改善，償還期間の延長，借入金および債務保証の限度拡大などの実硯をみ
る」 (223ページ）ことになった。
この57年改正によって，輸銀の融資対象は海外開発事業を加えて，日本の
海外投資の大部分を範囲とするようになる。その機能は設立当初の貿易金融
機関から，日本企業の海外進出を全般的に資金面で支援する国策的金融機関
に発展したともいえよう。日本企業の海外進出を先導してきたのは総合商社
であるが，その背後には，輸銀を中心とする政府系金融機関の役割が大きか
ったことは事実である。日本貿易会は，そのような国家的支援の制度的基盤
づくりに重要な役割を果してきたのである。
V おわりに
以上，本稿では1950年代における日本貿易会の商社強化に向けての建議，
要望活動を紹介してきた。日本貿易会のこの間の活動は実に多彩であった。
47年から58年までの12年間に発表された建議・要望の数は， 235にものぽ
る。本稿では日本貿易会の総合商社強化に直接かかわる諸活動に焦点をあて
たために，それらの要望のごく一部しか紹介していない。また， 59年以降に
ついては全く触れられなかったが， 78年までの建議・要望の総数は427であ
り，それらの過半数が58年までに集中していることを考えれば，この時期が
日本貿易会にとって重要性の高い時期であったと考えられよう。事実，これ
までみてきたように，総合商社が日本経済に確固とした地盤を形成しつつあ
(17) 同上， 29~31ペー ジ。
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った50年代こそ，日本貿易会の政治的活動が重要な時期でもあった。現在の
総合商社は，この時期に整備されたさまざまな国家的育成政策なくしては，
その発展も困難であったと考えられるのである。
ともあれ，日本貿易会の活動は，総合商社の戦後史における重要な一側面
を形成するものといえるのである。 ・
（最後に，本稿執筆にあたって資料収集のうえで，日本貿易会の方々にお
世話になった。記して謝意を表す。）
